
            

令和４年２月２２日

保育士等の処遇改善に対する助成について

１ 概要

   保育士等の賃金を３％程度引き上げるために必要な経費に対して助成

   

２ 対象

私立保育園、私立幼稚園、放課後児童クラブで働く職員

３ 助成方法

私立保育園及び私立幼稚園の運営法人に助成

放課後児童クラブの運営団体に助成

４ 実施時期

令和４年４月～９月

   １０月以降は改善水準を維持しながら公定価格等の見直しによる対応

    ※この事業は令和４年２月分から実施

５ 事業費

３，８７０万円（国補助１０／１０）

問    合    先

保育園に関すること 放課後児童ｸﾗﾌﾞに関すること 幼稚園に関すること

担当課 福祉部 子育て支援課 教育委員会事務局 教育総務課

課長          淺野 嘉文 下屋 仁

係名  保育園管理係 子ども政策係 教育総務係

係長 藤白 稔 保木 みどり 新家 誠

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2947）

電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2946）

電話（直通 0577-35-3154）

（内線 2347）

市では、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最

前線で働く保育士等に対して賃上げ等による処遇改善を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

私立保育園の園舎整備に対する助成について

１ 概要

   私立保育園の園舎整備に対して助成

２ 対象

私立保育園 （たんぽぽ保育園）

３ 助成額

国補助基準額及び市の上乗せ分

４ 実施時期

令和４年４月～令和５年３月（令和４年度単年度事業）

   

５ 事業費

２億４，８００万円（国補助１億２，４８０万円）

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  保育園管理係

係長 藤白 稔

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2947）

市では、私立保育園の老朽化等に伴う改修を推進し、安全で質の高い保育環境

の維持・推進を図るため園舎整備に対する助成を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

子育て短期支援事業における里親等に委託する際の

補償保険加入について

１ 概要

市が子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）を委託する里親

等（県の登録里親のほか、保育士、子育て支援員等の保護を適切に行うことができ

ると市が認めた者）が子どもの預かりを行う際の補償保険について、市が加入する

ことで里親等の負担を軽減

２ 実施時期

令和４年４月から

３ 事業費

３万円

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  こども発達支援センター

子ども家庭相談係

係長 谷口 友和

連絡先  電話（直通 0577-35-3179）

（内線 2912）

市では、子育て短期支援事業の委託先である里親等の負担軽減を図るため、委

託期間中の子どもの補償保険に加入します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

ファミリーサポート事業の実施について

１ 支援内容

   ・託児

   ・ＳＮＳ等による相談業務

   

２ 対象地域

市内全域（託児）

３ 対象

託児 ０歳～１８歳までの子どもを持つ養育者

（医療行為等を必要とする児童は除く）

相談 市内在住の子ども・子育て世帯など

４ 実施方法

子育て支援に関する知識や経験が豊富で、様々なノウハウを持つ民間団体に委託し

て実施

５ 利用料金

託児 １時間あたりの単価は、下記のとおり

       平日 ８：３０～１７：３０  ５００円（子ども一人あたり）

       ※上記以外の時間帯は、１００円増し

  相談 無料

６ 実施時期

令和４年４月から

７ 事業費

１，０２０万円

（国補助１／３、県補助１／３）

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  子ども政策係

係長 保木 みどり

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2946）

市では、子育て世帯の不安や負担の軽減等を図るため、全ての子育て世帯が託

児や相談支援を気軽に受けられる環境を整えることにより、新たにファミリーサ

ポート事業を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

私立保育園におけるＩＣＴ化に対する助成について

１ 概要

   保育業務に関する支援システム導入に対する助成

   

２ 対象

  私立保育園 （たんぽぽ保育園）

３ 導入内容

保育支援システム（保育に関する計画・記録や保護者との連絡、登降園管理など）

※端末の増設

   

４ 実施時期

  令和４年４月から

５ 事業費

７５万円（国補助５０万円）

   

   

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  保育園管理係

係長 藤白 稔

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2947）

市では、保育士の業務負担軽減を図ることで、保育の質を確保するため、支援

システムの導入に対して助成を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

公立保育園におけるＩＣＴ化の推進について

１ 概要

   保育業務に関する支援システム導入

   

２ 対象

  公立保育園 ８園

３ 導入内容

(1)保育支援システム（保育に関する計画・記録や保護者との連絡、登降園管理等）

※端末の増設、ネットワーク環境整備も合わせて実施

    (2)午睡チェックセンサー（乳児の睡眠中の安全確認を補助）

   

４ 実施時期

  (1)令和４年１０月から

  (2)令和４年６月から

５ 事業費

(1)１，４６７万円（国補助３５０万円）

   (2)２２８万円

   

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  保育園管理係

係長 藤白 稔

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2947）

市では、保育士の業務負担軽減を図ることで、保育の質を確保するため、保育

支援システムの導入をすすめるなどＩＣＴ化を推進します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

荘川地域における義務教育学校等の整備について

１ 整備地

荘川町新渕１３０番地（現在の荘川小学校敷地）

２ 整備概要

校舎（既存校舎を改修・増築）

屋内運動場（建替え）

保育園（新築）

給食センター（新築）

３ 全体スケジュール

  令和４年度   設計

  令和５～６年度 施設整備、教職員の配置調整

          義務教育学校移行に向けた小中合同授業の実施

  令和７年度   施設供用開始

４ 事業費（令和４年度）

１億４，６４６万円

問    合    先

学校施設に関すること 給食センターに関すること 保育園に関すること

担当課 教育委員会事務局 教育総務課 福祉部 子育て支援課

課長、施設長          下屋 仁 南元 伸一 淺野 嘉文

係名  教育総務係 学校給食係 保育園管理係

係長 新家 誠 田中 智子 藤白 稔

連絡先  電話（直通 0577-35-3154）

（内線 2347）

電話（直通 0577-32-6218）

（内線 2973）

電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2947）

市では、保小中の一貫した教育環境を整備するとともに児童生徒間の交流を促

進するため、施設一体型の義務教育学校等を整備します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

児童館・児童センターに対する空調設置について

１ 概要

   児童館・児童センター利用者の熱中症対策のため、空調を整備

   

２ 対象施設

・城山児童センター

・山王児童センター

・ふれあい児童館

３ 実施時期

令和４年４月～ 設計

    ７月～ 工事

４ 事業費

２，１００万円（国補助１／３、県補助１／３）

問    合    先

担当課 福祉部 子育て支援課

課長          淺野 嘉文

係名  子ども政策係

係長 保木 みどり

連絡先  電話（直通 0577-35-3140）

（内線 2946）

市では、児童館・児童センター利用者の熱中症対策のため、遊戯室等に空調を

設置します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

大学等のゼミ合宿に対する支援の拡充について

１ 概要

・現在、コンベンション開催支援補助金として（一社）飛騨・高山観光コンベンシ

ョン協会を受付窓口として大学等のゼミ合宿に対する助成を実施

・市内における大学等の活動支援（大学コミッション事業）を行っている（一財）

飛騨高山大学連携センターに支援窓口を一本化し、利便性の向上を図る

・さらなる利用促進を図るため、支援制度を次のとおり変更

① 補助金額 １人あたり１千円 ⇒ １人あたり１泊につき１千円に拡充

② 対  象 １０人以上   ⇒ 団体内で延べ１０人泊以上に要件緩和

２ 対象

・市内で行う大学等が行うゼミナールや合宿で、指導者が同行するもの

・市内の宿泊施設において、延べ１０人泊以上するもの

３ 補助額

１人あたり１泊につき１千円（上限額 ２０万円）

４ 実施期間

令和４年４月１日から

５ 事業費

１５０万円（対象者数は１,５００人を想定）

問    合    先

担当課 企画部 企画課

課長          清水 洋一

係名  企画係

係長 牛丸 大輔

連絡先  電話（直通 0577-35-3131）

（内線 2434）

令和４年度当初予算

記者会見資料

大学等や学生の視点による地域課題の解決や市内での滞在による新たな飛騨高山フ

ァン（関係人口）の創出などを目的に、市内における活動を促進するため、大学等のゼ

ミ合宿に対する支援の窓口変更及び内容を拡充します。
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令和４年２月２２日

教育支援センター構想について

１ 概要

・市では、不登校児童生徒の増加など、であい塾を取り巻く環境が変化してきたこ

とを踏まえ、「であい塾の全市的展開」の検討をすすめている

・「であい塾の全市的な展開検討委員会」を設置し、支援の在り方を協議するなど、

多様な様相の児童生徒に対して、学習保障、家庭への支援などを進めている

・学習保障などを充実させるため、教育支援センター内への不登校特例校の設置に

向け、国、県と協議を進める

２ 事業スケジュール

    令和４年度～ 国・県・関係機関との協議、課題の整理等

           条件、環境が整い次第、実施（時期未定）

    

３ 事業費

２５万円（令和４年度）

  
問    合    先

担当課 教育委員会事務局 学校教育課

課長          宮川晴光

係名  教育研究係

係長 都竹克彦

連絡先  電話（直通 0577-53-2368）

（内線 3456）

不登校の児童生徒数が増加する中、市では児童生徒の社会的自立を目指して支

援の在り方を検討しています。

高山市教育支援センター構想に基づき、居場所、教育相談、学習保障、広い市

域への対応などの機能を整理・試行しながら、多様な様相の児童生徒への支援を

充実していきます。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

ＩＣＴ機器運用支援ヘルプデスクの設置について

１ 概要

・1人１台タブレットや電子黒板などを市内小中学校に導入し、主にハード面の学

習用ＩＣＴ環境を整備

・ソフト面では、機器的なトラブルへの対応や教職員の操作方法などについて、課

題がある状況

・ＧＩＧＡスクール構想が理想とする運用環境の整備として、ハード・ソフト両面

でのサポートを継続する必要があることから、ＩＣＴ機器運用支援ヘルプデスク

を設置

２ 事業効果

・ＩＣＴ機器の専門会社にヘルプデスク業務を委託することで、トラブル発生時に、

電話・メール・ＦＡＸを用いて各学校から直接相談することが可能

・ヘルプデスクを活用して、教職員に向けた専門的な研修等を実施することで、効

果的な学習環境の整備及び機器等のトラブル対応力の向上につながる

３ 設置時期

  令和４年４月１日～令和５年３月３１日

４ 事業費

３３７万円 問    合    先

担当課 教育委員会事務局 学校教育課

課長          宮川晴光

係名  教育研究係

係長 都竹克彦

連絡先  電話（直通 0577-53-2368）

（内線 3456）

ＧＩＧＡスクール構想に基づき、小中学校でのＩＣＴ機器を活用した学習を推

進するため、機器的なサポートを担うトラブル相談窓口として、ＩＣＴ機器運用

支援ヘルプデスクを設置します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

小学校プールの改修について

１ 概要

北小学校プール改修設計委託

２ 事業スケジュール

令和４年度 設計

令和５年度 工事

３ 事業費

２５０万円

                      

   

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 教育総務課

課長          下屋 仁

係名  教育総務係

係長 新家 誠

連絡先  電話（直通 0577-35-3154）

（内線 2347）

市では、老朽化が進んでいる小学校プールが数多くある状況を踏まえ、安全で

安心して水泳学習ができる環境を整備するため、小学校のプール改修を計画的に

実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

学校施設の長寿命化改修について

１ 概要

内装（床・壁・天井等）の改修（壁の木質化）

窓ガラスの改修（複層ガラスの導入）

外装の改修

照明器具の改修

構造躯体の耐性向上 ほか

２ 対象施設及び整備期間

東山中学校屋内運動場  令和４年９月～令和５年１２月

３ 事業費

１億２,３５０万円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 教育総務課

課長          下屋 仁

係名  教育総務係

係長 新家 誠

連絡先  電話（直通 0577-35-3154）

（内線 2347）

市では、築年数が４０年以上経過し老朽化が進んでいる施設が数多くある状況

を踏まえ、将来にわたり安全で安心して学習・指導ができる教育環境を整備する

ため、学校施設の長寿命化改修を計画的に実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

モバイル Wi-Fi ルーターの貸出しについて

１ 概要

・小中学校では 1人 1台タブレットの導入によって児童生徒が自主的にオンライン

学習できる機器整備をしている

・市では令和２年度にモバイル Wi-Fi ルーター２０台を導入し、災害などの非常時

や不登校など通学できない児童生徒の支援のために Wi-Fi 環境のない家庭に対し

て貸出しを行っている

・昨今の新型コロナウイルス感染症の影響による休校や学級閉鎖など、通学できな

い多くの児童生徒への更なる支援が必要となってきたことから、市では新たにモ

バイル Wi-Fi ルーター３００台を導入し、必要な世帯への貸出しを実施する

２ 事業効果

・今後の新型コロナウイルス感染症拡大の状況により全面休校などの措置をとらざ

るを得なくなった場合、Wi-Fi 環境のない家庭に Wi-Fi ルーターを貸出しするこ

とにより、ほぼすべての児童生徒のへの対応が可能

・将来的にも日常的な家庭学習を目的としたタブレット持ち帰りの際にも 1人 1台

タブレットの効果的な運用が期待される

３ 事業費

３９７万円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 学校教育課

課長          宮川晴光

係名  教育研究係

係長 都竹克彦

連絡先  電話（直通 0577-53-2368）

（内線 3456）

市ではＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ学習環境整備の一環として児童生

徒のオンライン学習のために Wi-Fi 環境のない家庭に対してモバイル Wi-Fi ルー

ターの貸出しを拡充します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

「新成人への啓発事業」について

１ 概要

  成年年齢引下げに伴い、４月１日以降に新成人となる１８歳を対象に成人として

の自覚と責任を持つための意識啓発を行う

２ 対象者

  １８歳を迎える市民（住民登録がある方）

  なお、令和４年度は１９歳の市民も対象

３ 実施時期

  令和４年４月（予定）

４ 事業内容

  ＳＮＳやパンフレット等での啓発

５ 事業費

  １３万円

問    合    先

担当課 市民活動部 生涯学習課

課長          室﨑多恵子

係名  社会教育係

係長 牧ケ野秀和

連絡先  電話（直通 0577-35-3155）

（内線 2361）

民法改正（令和４年４月１日施行）による成年年齢の１８歳への引き下げに伴

い、市では、４月１日以降に新成人となる市民に対し、成人としての意識啓発を

行います。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

茂住菁邨書展について

１ 概要

令和３年３月に内閣府辞令専門官を退官し、書家としての活動を本格化された茂住

菁邨氏の集大成としての書展を開催

２ 対象者

市民や観光客

３ 展示会期

令和４年６月１１日（土）～６月１９日（日）

４ 会場

高山市民文化会館３－１１（講堂）

５ 実施方法など

・高山市のほか、パリ（２月）、銀座（５月）、飛騨市（７～８月）でも開催

・書展のほか、茂住氏による市内小学生向けワークショップ等の開催も予定

６ 事業費

２０５万円

問    合    先

担当課 市民活動部 生涯学習課

課長          室﨑多恵子

係名  文化振興係

係長 和仁奈緒子

連絡先  電話（直通 0577-35-3155）

（内線 2349）

市では、市民に文化芸術に親しむ機会を提供し市の文化芸術の振興を図るため、

飛騨地域出身で、新元号「令和」を揮毫した書家である茂住菁邨（もずみせいそ

ん）氏の書展を開催します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

友好都市提携４０周年記念事業について

１ 概要

   ・平塚市・高山市友好都市提携４０周年記念事業の実施

   ・越前市・高山市友好都市提携４０周年記念事業の実施

２ 事業内容

・記念式典の開催

・市民ツアーの相互訪問

３ 事業費

３１万円

問    合    先

担当課 市民活動部 生涯学習課

課長          室﨑多恵子

係名  文化振興係

係長 和仁奈緒子

連絡先  電話（直通 0577-35-3155）

（内線 2350）

市では、友好都市提携４０周年を迎える平塚市及び越前市とのさらなる友好を

深めるため、周年記念事業を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

麗江市友好都市提携２０周年記念事業について

シビウ市友好都市提携１０周年記念事業について

１ 概要

   ・麗江市・高山市友好都市提携２０周年記念事業の実施

   ・シビウ市・高山市友好都市提携１０周年記念事業の実施

２ 事業内容

・オンライン記念式典の開催

・写真展の開催

３ 事業費

５０万円

問    合    先

担当課 飛騨高山プロモーション戦略部

海外戦略課

課長          永田 友和

係名  海外戦略係

係長 森 由貴

連絡先  電話（直通 0577-35-3346）

（内線 2417）

市では、友好都市提携２０周年を迎える麗江市及び１０周年を迎えるシビウ市

とのさらなる友好を深めるため、周年記念事業を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

高山市民プール（赤保木公園）の再整備について

１ 整備概要

  (1)センターハウスの整備等

・現在の管理棟は解体し、東側にセンターハウスを新設。赤保木公園と共用で

きる建物として整備

  (2)プール機能の見直し

・幼児用プールは、営業期間外に水辺空間として開放（水深を浅くするなど）

・５０ｍプールは、小学生から大人まで利用可能なプールとして改修（水深の

２段階化など）

  (3)赤保木公園との一体利用

・高山市民プールと赤保木公園との間を往来可能とする

・高山市民プール営業中及び営業期間外でもセンターハウス及び駐車場を利用

可能とする

  (4)駐車場の整備

・現在の管理棟部分は駐車場機能を拡充

２ 今後の予定

令和４年度 設計

令和５年度 整備

令和６年度 供用開始

３ 事業費

    １，２００万円（令和４年度）

問    合    先

担当課 市民活動部 スポーツ推進課

課長          下裏 直哉

係名  スポーツ推進係

係長 津田 賢一

連絡先  電話（直通 0577-35-3157）

（内線 2357）

昭和４７年に整備された高山市民プールは建設から４９年が経過しており、老

朽化が進んでいます。そのため、隣接する赤保木公園との一体的な利用が可能な

ものとして再整備し、市民が憩い、楽しむことができる環境を整えます。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

外国人向けワンストップ医療相談窓口設置事業の実施について

１ 概要

・外国人向けワンストップ医療窓口は、外国人が急病、事故などに遭った場合にお

ける受入可能な医療機関や薬局などの紹介、派遣通訳の紹介を行うほか、日本で

の診察にかかる費用など医療制度に関する説明や、患者の移送手続きに関する在

外公館とのやり取りなど、幅広いサポートを行う機能を持つ窓口

・外国人観光客に接する機会の多い医療機関、宿泊施設、観光事業者、外国人雇用

事業者等から電話で問い合わせする方法での運用を予定

２ 開始時期（予定）

  令和４年４月

３ 事業費

  ３６０万円

問    合    先

担当課 飛騨高山プロモーション戦略部

海外戦略課

課長          永田 友和

係名  海外戦略係

係長 森 由貴

連絡先  電話（直通 0577-35-3346）

（内線 2417）

市では、外国人観光客が、安心して滞在できる環境整備の一環として、医療に

関する相談を電話にて受け付けることができる、外国人向けワンストップ医療相

談窓口を設置します。

ワンストップ医療相談窓口は、日本語に一定の不安を抱える在住外国人の方も

利用することが可能であり、相談窓口の設置により、市内医療機関への負担を減

らし、安定的な地域医療の維持に寄与します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

史跡・名勝・天然記念物の実態調査について

１ 概要

・今まで文化財を把握するための調査等を行っていなかった市内の未指定を含む記

念物（史跡・名勝・天然記念物）について、文化財の実態把握調査を実施

・調査は専門知識を有する業者等に委託し実施

２ 調査対象

  市内に所在する指定・未指定の史跡・名勝・天然記念物

３ 調査期間

  令和４年５月～令和５年２月（予定）

４ 事業費

    ２００万円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 文化財課

課長          尾﨑啓介

係名  文化財係

係長 押井正行

連絡先  電話（直通 0577-35-3156）

（内線 2356）

市では、社会環境の変化や価値観の多様化などにより文化財を取り巻く環境が

大きく変化していることを踏まえ、文化財のより適切な保存・活用を計画的、継

続的に推進することを目的に、「文化財保存活用地域計画」の策定をすすめるため、

市内の文化財の実態調査を実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

日本遺産サイクルラリーについて

１ 概要

・国府地域の中でも特に日本遺産構成文化財が集中する荒城川沿いの地域を中心に、

一周約１３㎞（標準コースタイム２時間）の自転車向け周遊コースを設置

・利用者は専用コースマップ、看板を参照しながらそれぞれ自転車を用いて日本遺

産構成文化財等に設定された各チェックポイントを巡り、マップに掲載された文

化財に関するクイズに答えながら、自分のペースでゴールを目指す

２ コースの特性

歴史ある国府地域には、内部の輪蔵が日本現存最古の安国寺経蔵や当時の匠達の

技術を伝える荒城神社本殿など、田園風景の中に点在し、豊かな自然環境の中で

歴史と伝統を感じることができる

３ 開始予定

    令和４年９月頃

    

４ 事業費

８４万円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 文化財課

課長          尾﨑啓介

係名  文化財係

係長 押井正行

連絡先  電話（直通 0577-35-3156）

（内線 2355）

市では、日本遺産「飛騨匠の技・こころ」の普及啓発並びに観光・交流の振興

を図るため、日本遺産サイクルラリーを実施します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

町内会集会施設整備事業補助金の改修事業の創設について

１ 概要

    既存の町内会集会施設の防災機能の強化や施設の安全性・利便性の向上を図ること

を目的に実施する改修事業に要する経費の一部に対して補助金を交付

２ 補助対象となる改修事業

・防災備蓄倉庫設置に伴う間取り改修

・通信設備工事（Ｗｉ－Ｆｉ、ＴＶ配線）

・太陽光発電設備、蓄電池設備の設置

・便所の改良・増設（洋式化・多機能化・付帯する給排水設備を含む）

・手すりの取付け

・段差や出入口等の改善（各部屋・玄関等の段差解消、出入口等の拡幅）

３ 補助額

  １施設あたり１００万円を上限

補助率：補助対象経費の３分の１

４ 実施期間

  令和４年４月１日～令和９年３月３１日

５ 事業費

  １００万円
問    合    先

担当課 市民活動部 協働推進課

課長          水口 広

係名  協働推進係

係長 直井 真樹

連絡先  電話（直通 0577-35-3412）

（内線 2392）

市では、町内会等の集会施設の新築事業に対して補助を行っていますが、新た

に集会施設の防災機能の強化や安全性・利便性の向上を図る取り組みを支援する

ため、改修にかかる補助を創設します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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項　目 ばいじん 硫黄酸化物 塩化水素 窒素酸化物 ダイオキシン類 水　銀

単　位 ｇ/㎥N ppm ppm ppm ng-TEQ/㎥N μg/㎥N
新施設

自主規制値
0.005 8 8 20 0.008 30

法規制値 0.15 約3,000 430 250 5 30

            

令和４年２月２２日

ごみ処理施設建設事業について

１ 事業概要

    ・市では、２つのごみ焼却施設（資源リサイクルセンター、久々野クリーンセンタ

ー）で、市内で発生する一般廃棄物を焼却処理しているが、両施設ともに稼働か

ら３０年以上が経過し、老朽化が進行

・令和２年度に学識経験者や地元住民の代表等で構成される「高山市ごみ処理施設

建設検討委員会」を立ち上げ、本市のごみの状況（ごみ量、ごみ質等）や他自治

体の状況、地元要望等を踏まえて、施設建設に必要な事項（施設規模、処理方式、

排ガス自主規制値、煙突高等）について約 1 年間にわたり検討を実施

・令和４年２月に建設検討委員会の提言を踏まえ、「高山市ごみ処理施設基本設計」

を策定し、本設計に基づき、令和４年度より建設工事に着手

２ 施設概要（主な項目）

・施設規模：９５トン/日（４７．５トン/日×２炉）※２４時間連続稼働

・処理方式：ストーカ方式

・煙突高：５９メートル

・排ガス自主規制値：

３ 工期

令和４年度～令和７年度

  ４ 事業費

   1 億２千万円（令和４年度）※事務費除く

全体計画 約１５２億円（令和４年度～令和７年度）

市では、令和３年度に国内トップクラスの排ガス自主規制値の設定、熱エネルギ

ーの効率的回収、防災機能の整備等を含む新しいごみ処理施設の基本設計を策定後、

説明会を開催するなど事業内容について市民の皆さまにお伝えし、特に新施設を受

け入れていただきました施設周辺にお住まいの皆さまのご理解のもと、令和４年度

に新施設の建設工事に着手します。

令和４年度当初予算

記者会見資料

（建設イメージ）

担当課 環境政策部　ごみ処理場建設推進課

課長 山腰　勝也

係名 建設推進係

係長 佐藤　郁央

電話（直通　0577-57-5177）

    （内線　2291）

問　　　　合　　　　先

連絡先

54



            

令和４年２月２２日

飛騨山脈ジオパーク推進協会（仮称）の設立について

１ 概要

    各種企業や大学等との連携強化やガイドなどの人材確保及び育成に多角的かつ機

能的に対応し、様々な事業を実施していくため、社会的、法的地位の確立した組織

を設立

２ 名称案

    一般財団法人 飛騨山脈ジオパーク推進協会

３ 事業内容

  ・調査研究事業（地域資源の調査、収集など）

  ・教育促進事業（地元小中学生への環境学習の実施など）

  ・自然体験造成事業（体験プログラムの造成など）

  ・プロモーション事業（関係団体との情報共有、情報発信など）

４ 設立時期

    令和４年７月予定

５ 事業費

    １，６８５万円

問    合    先

担当課 環境政策部 環境政策推進課

課長          比良 佳久

係名  環境政策係

係長 山郷 三昭

連絡先  電話（直通 0577-35-3533）

（内線 2282）

市では、ポストコロナ時代を見据えた新たな高山市の魅力・創造・発展につな

がる具体的な事業を推進していくため、飛騨山脈の成り立ちにより形成された地

形地質（ジオ）、自然（エコ）、観光（ツーリズム）の融合による、自然体験プロ

グラムの造成やプロモーション活動の充実に主体的に取り組む新たな組織を設立

し、中部山岳国立公園及び周辺地域の持続可能な地域づくりを推進します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

地域消防力の強化（初期消火資器材の配置）について

１ 概要

    火災が発生した場合、迅速かつ効果的に初期消火を行えるよう、初期消火資器材が

不足する地域について、計画的に初期消火資器材を設置

２ 実施期間

  令和４年度から概ね１０年間

３ 設置場所

  消火栓に近く視認性が良い場所とし、町内会等と相談のうえ決定

４ 事業費

  ５００万円／年度（新規設置分）

問    合    先

担当課 高山消防署 防災課

課長          岩田 孝

係名 防災係

担当 圓山 浩司  岩本 将招

連絡先  電話（直通 0577-32-0119）

（内線 2117）

市内には、消火栓に対し初期消火資器材を設置していない所もあり、火災発生

場所によっては運搬労力や時間を要する地域があるため、火災発生時に地域住民

や自主防災組織等が迅速かつ効果的に初期消火を行えるよう、十分な初期消火資

器材を配置し、地域消防力の強化を図ります。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

地域防災力の強化（消火栓の計画的更新）について

１ 概要

    ・市内には約３,５００基の消火栓が設置。経年による老朽化のため開閉困難など

の不具合が生じている状況

・それらの消火栓について、火災発生時に円滑な消火活動が実施できるよう順次更

新整備を実施

２ 実施期間

  令和４年度～

３ 事業費

  １，０００万円／年度（計画的更新分）

問    合    先

担当課 高山消防署 防災課

課長          岩田 孝

係名  防災係

担当 空 恭寛  渡邉 卓

連絡先  電話（直通 0577-32-0119）

（内線 2117）

市では、火災発生時に備え、経年により老朽化した消火栓の計画的な更新を進

め、地域防災力の強化を図ります。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

はしご付消防自動車の更新について

１ 概要

・現在、所有しているはしご付消防自動車は配備から２７年が経過し、老朽化が

著しいことから最新の機能を搭載した車両に更新

・更新する車両は、先端屈折装置付き３０m級はしご付消防自動車を予定

２ 実施期間

令和４年度

３ 配備場所

高山消防署

問    合    先

担当課 高山消防署 警防課

課長          中西 和也

係名  警防係

係長 政井文博、中田豊和、溝端直樹

連絡先  電話（直通 0577-32-0119）

（内線 2117）

市では、現在所有しているはしご付消防自動車の老朽化に伴い最新型の車両に

更新し、常備消防力の強化を図ります。

令和４年度当初予算

記者会見資料

58



            

令和４年２月２２日

消防団員の処遇改善等について

１ 概要

(1)出動報酬等について

  ・報酬の名称を「年額報酬」、「特別報酬」、「出動報酬」とします。

   ・特別報酬の額は８，０００円を基準とします。

   ・出動報酬は 1回当たり８，０００円を基準（４時間未満の場合は４，０００円など）

災害出動以外の出動報酬は据え置き

   ・出動報酬は団員個人に直接支給

(2)消防団員の訓練等について

   ・高山市消防操法大会、各支団消防操法大会の実施方法の見直しに着手しています。

   ・支団管轄を越えた出動計画を検討し、実践しています。

   ・常備消防や地域と連携し、より実践的な訓練の実施を目指しています。

   ・より安全、活発に消防団活動ができるよう装備等の充実を図ります。

２ 対象者

消防団員１，７６２名（令和４年２月１日現在）

３ 施行日

令和４年４月１日

４ 事業費

７，３００万円（特別報酬、出動報酬）

問    合    先

担当課 消防本部 消防総務課

課長          都竹 茂樹

係名  消防係

係長 佐藤 長正

連絡先  電話（直通 0577-34-3792）

（内線 2119）

市では令和２年３月、災害時の出動手当を１回あたり７，０００円を基準とすると

ともに、特別報酬の支給額等についても見直しを行ったところですが、令和３年４月、

国において「非常勤消防団員の報酬等の基準」を制定し、令和４年４月１日から適用

するとされたことから、この基準にあわせ報酬等の見直しを行います。   

また、消防操法大会の実施方法の見直しや、実践的訓練を効率的に実施するなど、

消防団員の処遇改善と負担軽減に取り組んでいます。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

高根多目的センターの整備について

１ 概要

市の第八次総合計画に基づき、支所機能はもとより、現在ある公民館、図書館機能

に加え、新たに子育て支援機能や診療所機能を合わせ持つ多機能な施設として高根

多目的センターを整備

  

２ 構造・機能

   構造：木造平屋建て  約１,３００㎡

   機能：➀子育て支援機能： 子どもの遊び場スペース  多目的室にて兼用

       ➁公民館機能：   ホール、研修、会議室

   ➂図書館（分館）機能：図書館分館

➃診療所機能：    医科、歯科

   ➄支所機能：     事務室

      ➅民間活動支援機能：まちづくり協議会、社会福祉協議会等

３ 予定

令和４年度    用地購入、実施設計、保育園解体

   令和５～６年度  整備工事

令和７年度    供用開始

４ 事業費

５，４１０万円（令和４年度）

   

問    合    先

担当課 高根支所 地域振興課

課長          宮田 ひとみ

係名  地域振興係

係長 幅  達男  

連絡先  電話（直通 0577-59-2211）

（内線 ３７１１）

現高根支所は、昭和５２年建築で耐震性能が基準を満たしていないため、新た

に複合化・多機能化により高根多目的センターとして整備します。

令和４年度当初予算

記者会見資料
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令和４年２月２２日

ＳＤＧｓの推進について

１．主な取り組み内容

  (1)ＳＤＧｓ活動の活性化（ステークホルダーの連携促進）

    ・飛騨高山ＳＤＧｓパートナーシップセンターの運用

    ・飛騨高山ＳＤＧｓパートナー（仮称）登録制度の運用

    （市内におけるＳＤＧｓ活動を行う企業や団体の登録、活動状況のＰＲ等）

   (2)ＳＤＧｓの気づき、きっかけづくり

    ・私なりのＳＤＧｓ宣言制度の運用

     （宣言制度のさらなる普及、宣言者が行う取り組みの紹介映像の制作）

  (3)ＳＤＧｓに関する普及啓発・情報発信・人材育成

    ・市ホームページ、ＳＮＳ等による情報発信

    ・児童・生徒等のＳＤＧｓ教育を推進するためのオリジナルコンテンツの制作

    ・シンポジウムやワークショップの開催

２ 事業費

６６０万円

問    合    先

担当課 企画部 企画課

課長          清水 洋一

係名  企画係

係長 牛丸 大輔

連絡先  電話（直通 0577-35-3131）

（内線 2436）

令和４年度当初予算

記者会見資料

昨年５月に国からＳＤＧｓ未来都市の選定を受け、策定したＳＤＧｓ未来都市計画に

基づき、ＳＤＧｓの推進に資する取り組みを進めます。

ＳＤＧｓの推進にあたっては、「飛騨高山ＳＤＧｓパートナーシップセンター」を先

導役として、多様なステークホルダー間の連携をすすめ、ＳＤＧｓの普及や達成に向け

た取り組みを推進するとともに、地域課題の解決、新たな発想の創出によって持続可能

なまちづくりの実現に取り組みます。
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令和４年２月２２日

デジタル技術の活用について

１ 概要

・「ＤＸ推進部会（ＤＸ推進リーダー）」を核とした庁内連携による改革を推進し、

市役所の窓口に行かなくてもインターネットを通じて手続きが行える「行政手続

きのオンライン化」を段階的に進める

・公共施設の「公衆無線ＬＡＮ環境の整備」や「ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（ソフ

トウエアロボットによる自動化）技術の活用」による業務効率化などに取り組む

２ 主な事業内容

⑴ＤＸ推進部会（ＤＸ推進リーダー）

・意欲・能力ある若手職員等

で構成（２０名程度）

⑵行政手続きのオンライン化

・オンラインで可能な手続き

の拡充と利用促進

⑶公衆無線ＬＡＮ環境の整備

・庁舎や各支所、公民館の

会議室などへの新設

（１５箇所程度）

⑷ＡＩ・ＲＰＡ技術の活用

・ＡＩカメラによる人流計測、

官民連携によるデータ活用

・ＲＰＡの活用による業務効率化

の一層の推進

３ 事業費

３，３０６万円（デジタル推進事業費分）

問    合    先

担当課 総務部 行政経営課

課 長 前田 研治

係 名 行政経営係、デジタル推進係

係 長 山田 雅彦、小阪 知典

連絡先
電話（直通 0577-35-3040）

（内線 2477、2463）

市では、令和４年１月策定の「高山市ＤＸ推進計画」に基づく利用者目線による

業務改革などを進めるため、全庁を挙げ、官民連携を図りつつ様々な分野における

デジタル技術の活用などＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進します。

令和４年度当初予算

記者会見資料

【行政手続きの将来イメージ】
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